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人材確保の現状

過去３年の採用実績

　人手不足が進行しているなか、中小製造業は人手を
確保できているのだろうか。図表１は、過去３年間
（2015年度～2017年度）での新卒採用と中途採用の
採用状況を尋ねた結果
である。
　新卒採用から見てい
くと、規模が小さい企
業ほど、そもそも「募
集しなかった」ところ
が多くなっており、
「50人未満」の企業
に な る と ４ 割 弱
（37.8％）が募集していない。「採用した」企業の割
合は規模が大きくなるほど高くなっており、「300人
以上」では９割（91.0％）で採用実績があるのに対
して、「50人未満」になると４割以下（35.5％）にと
どまる。
　中小は大手と違い、定期的に新卒採用を行う企業が
多いとは言えないため、不本意な採用であったかどう
かをより際立たせるために「募集しなかった」と回答
した企業と無回答だった企業を除いて「募集したが採
用できなかった」と回答した企業の割合を集計すると
（図表２）、「50人未満」では、募集行為を行ったに

もかかわらず４社に１社（26.9％）で採用につながっ
ていない状況が浮き彫りとなった。
　図表１に戻って中途採用の状況を見ると、規模間で
の大きな差は見られない。50人以上の企業では８割
以上で採用実績があり、「50人未満」の企業でも７割
（73.1％）は採用ができている。

中小企業の人材確保と育成の現状
――ものづくり産業を対象とする企業アンケート調査結果から

調査部

　本稿では、JILPTが2018年10月に結果報告（注１）をとりまとめた「ものづくり産業における労働生産性向上に向け
た人材育成と能力開発に関する調査」から、機械・金属関連（注２）を中心とする中小（注３）製造業の人材確保・育成の現
状を概観する。過去３年間の新卒採用実績を見ると、従業員50人未満の企業では、募集した企業の４社に１社は採用
に至っておらず、また、この５年間で、ものづくりにかかわる人材の定着状況がよくなったと回答した企業はいずれ
の企業規模も約１割にとどまった。人材確保・育成に対する課題として若年人材が確保できないことを挙げる割合は
規模が小さい企業ほど高くなっている。人材育成の取り組みでは、規模が小さい企業でも、育成の成果が現れている
ところでは先を見越した育成方針を持っていたり、方針を社内に浸透させている様子がうかがえた。
　なお、調査対象や調査方法など、調査の概要についてはP31を参照されたい。また、回答企業の主な属性はP31の
とおりとなっている。

図表１　過去３年間（2015 年度～ 2017 年度）での採用状況（新卒採用および中途採用）
単位：％

図表２　�過去３年間（2015 年度～ 2017 年度）での
採用状況（新卒採用）
「募集しなかった」と無回答を除いて集計

単位：％
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【従業員規模別】
50人未満 1,779 37.8 13.1 35.5 13.6 10.1 6.7 73.1 10.2 

50人～99人 1,773 26.7 10.4 54.9 8.0 8.5 4.3 80.5 6.7 
100人～299人 1,184 13.0 4.9 77.5 4.6 9.5 3.2 82.9 4.4 

300人以上 354 4.5 1.1 91.0 3.4 12.1 2.0 83.1 2.8 
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【従業員規模別】

50人未満 865 26.9 73.1 

50人～99人 1,158 16.0 84.0 

100人～299人 976 5.9 94.1 

300人以上 326 1.2 98.8 
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採用・人材確保に対する評価

　自社のこれまでの人材の採用と確保につい
て、企業はどのように評価しているのだろう
か。
　図表３は、技能者や技術者など、ものづく
りに直接かかわる社員のこれまでの採用・確
保に対する評価について、①応募がない・少
ない②求める技能レベルの人が採用できない
③ものづくりへの適性がある人が採用できな
い④若い人材が採用できない――という四つ
の側面に分けて尋ねた結果である。
　結果を見ると、＜応募がない・少ない＞と
いう点に関しては、300人未満の各規模では
50％以上が「そう思う」としており、「どち
らかといえばそう思う」も含めれば全体の８
割に及び、応募する人材の少なさは、中小製
造業にとって広く共通した課題となっている
様子がうかがえた。
　＜求める技能レベルの人が採用できない＞
＜ものづくりへの適性がある人が採用できな
い＞＜若い人が採用できない＞に関して見る
と、「そう思う」との回答割合は規模が小さ
くなるほど高くなっており、いずれの項目も、
300人の規模の境目で割合の差が大きくなっ
ている。

定着状況

　次に、人材の定着状況について見ていく。
次頁の図表４は、この５年間での、ものづく
りにかかわる人材の定着状況の変化について
尋ねた結果を示したものである。定着状況が
「よくなった」とする企業は規模を問わず１
割前後に過ぎず、「悪くなった」とする企業
がいずれの規模も２割台となっている。

従業員の過不足状況

　図表５は、現在の従業員全体の過不足状況
を見たものである。いずれの規模も、不足と
認識している企業（「不足」または「やや不足」とし
た回答した企業）が半数以上に及んでいる。
　では、各企業は人手不足にどのように対応している

のだろうか。「不足」、また「やや不足」と回答した企
業に対し、どのように人手不足に対応しているのかを
尋ねた結果が図表６であり、これを見ると「50人未満」

図表３　�これまでのものづくり人材の採用・確保について、
どう評価しているか

単位：％
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などの中小企業は、もともと人材獲得力が弱く、規模
の大きい企業と違って「新卒採用の強化」や「派遣な
ど外部人材の活用」といった対応策をとることが容易
でない様子がうかがえる。
　中小で代わりに実施割合が比較的高いのは「募集時
の賃金や労働条件の引き上げ」（50人未満が30.8％、
50人～99人は26.1％）であり、また、回答割合自体
は低いものの、「納期を調整する」、「受注を調整する」
との選択肢は規模が小さいところほど割合が高く、人
手不足のビジネス面への影響は
規模が小さい企業で出やすいと
も言えそうだ。

人材育成の現状

ＯＪＴの実施状況

　ここからは、人材育成の現状
に目を転じる。まずは図表７から、ものづくりに関わ
る人材の育成・能力開発にかかる日常業務における取
り組み、いわゆるＯＪＴ（On the Job Training）
として、各企業がどのようなメニューを実施している
かを見ていく。
　「300人以上」で実施割合が高くても、「50人未満」
など規模の小さい企業でそれほど実施割合が高くない
OJTメニューは「作業標準書や作業手順書を活用す
る」、「個々の従業員の教育訓練の計画をつくる」など

であり、「作業標準書や作業手順書を活用する」は
300人以上では77.7％が実施しているものの、50人
未満では51.7％にとどまった。「個々の従業員の教育
訓練の計画をつくる」は300人以上では53.4％と半数
が実施していたが、50人未満では23.6％と２割に過
ぎない。マンパワーの問題からか、中小ではシートや
フォーム等の作成業務を伴う育成施策は、取り組む
ハードルが高いと言えるのかもしれない。

図表４　�ものづくり人材のこの 5年間での�
定着状況の変化

単位：％

図表５　現在の従業員全体の過不足状況
単位：％

図表６　どのように人手不足に対応しているか（複数回答）
「不足」「やや不足」と回答した企業のみ回答

単位：％
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育成促進策の状況

　今度は、ものづくりにかかわる人材の育成・能力開発
を促進させるための方策の実施状況を図表８で見てい
く。
　まず言えるのは、多くの促進策において規模が小さ
くなるほど実施割合は低下する傾向があるということ
である。「300人以上」では８割の企業で行われてい
る「改善提案の奨励」というメニューでも、「50人～
99人」では約６割まで低下し、「50人未満」では半数
以下（47.8％）にとどまる。従業員が職場を離れて
研修に出かけるなどのOFF-JTについて見ると、人数

が少ない企業では従業員が不在となることの現場への
影響が大きいためか、「50人未満」での実施割合は
36.0％に過ぎない。

人材育成の課題

　図表９は、ものづくりにかかわる人材の育成・能力
開発における課題について尋ねた結果を示したもので
ある。「50人未満」が最も「若年ものづくり人材を十
分に確保できない」を課題に挙げる割合が高く
（57.6％）、かつ、同課題を挙げる割合は規模が小さ
くなるほど高い。また、規模が小さい企業では、「指
導される側の能力や意欲が不足している」を挙げる割

図表７　�ものづくり人材の育成・能力開発にかかる日常業務における取り組みとして、�
どのようなことを行っているか（複数回答）

単位：％

図表８　ものづくり人材の育成・能力開発を促進させるために実施していること（複数回答）
単位：％
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合が「300人以上」よりも５㌽程度高く、指
導を受ける側の人材の数とともに、質につい
ても課題として感じている様子がうかがえる。

どのような企業で、育成が 
うまくいっているのか

規模別に見た育成の成否の状況

　それでは、中小のなかでも、どのような企
業において人材育成がうまくいっているのだ

図表９　ものづくり人材の育成・能力開発における課題（複数回答）
単位：％

図表 10　�ものづくり人材に対する人材育成・能力開発の�
取り組みの成果の状況

単位：％

図表 11　人材育成・能力開発の取り組みによる、職場における成果の具体的な内容
単位：％
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特に課題

はない
無回答

５０人未満 57.6 39.5 32.4 33.5 35.3 22.9 23.2 14.4 12.4 9.9 7.7 5.6 6.6 3.6 1.2 2.9 4.4

５０人～９９人 55.9 44.7 35.6 37.1 35.6 25.6 21.8 16.4 13.0 9.3 7.6 6.2 5.5 2.9 1.2 1.9 4.5

１００人～２９９人 53.4 48.6 41.0 37.3 36.4 27.4 21.8 17.0 11.7 9.0 9.9 11.5 8.4 3.0 0.4 1.3 3.8

３００人以上 46.6 53.1 46.0 39.3 30.8 24.6 23.4 23.7 9.9 7.9 6.8 17.2 7.3 3.7 2.0 1.1 4.5
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その他 無回答

５０人未満 55.7 39.2 28.8 33.3 28.4 29.9 23.2 27.0 23.3 15.9 16.2 14.8 15.6 7.5 5.2 5.5 7.2 0.9 0.6

５０人～９９人 54.4 36.4 31.6 27.2 27.2 26.7 23.5 27.2 23.4 18.2 18.2 14.6 13.1 9.5 7.4 5.9 5.1 0.5 0.0

１００人～２９９人 56.1 35.9 34.3 23.8 27.2 23.6 27.0 19.3 24.9 23.6 22.6 13.0 10.0 13.1 7.5 6.2 5.6 0.5 0.3

３００人以上 65.4 34.6 35.5 26.3 32.7 23.0 35.0 18.4 23.5 31.8 23.5 10.6 7.4 14.7 6.5 10.6 6.0 1.4 0.5
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ろうか。まず、図表10で、成果があがっているのか
どうかの現状を規模別に眺めてみると、「成果があがっ
ている」と回答した企業と「ある程度成果があがってい
る」と回答した企業を合わせた割合は、100人未満ま
での規模はいずれも４割台で、同割合は規模が大きく
なるほど高まる。

育成の成果の内容

　図表11は、成果の具体的な内容を見たものである。
規模の大きい企業と違い、規模の小さい企業では、「技
術や技能に関する理解・知識が深まった」「自社の製
品に関する理解・知識が深まった」といった点だけで
なく、「社員同士で教え合うことが多くなった」や「チー
ムワークが良くなった」など、社内での育成風土の醸
成にもプラスの効果が出ている様子がうかがえた。
　また、「一人ひとりの作
業スピードが上がった」は
「50人未満」と「50人～
99人」で特に割合が高く
なっているのが目立ち、規
模の小さい企業の方が目に
見える形で作業者の力量
アップを感じている様子も
うかがえた。

育成成果があがって
いる企業の育成方針
　人材育成で成果があがっ
ている企業とあがっていな
い企業では、人材育成方針
にどのような違いがあるの
かを観察したのが図表12
である。
　これを見ると、規模を問
わず、人材育成の成果があ
がっていると感じている企
業の方が「数年先の事業展
開を考慮して、その時必要
となる人材を想定しながら
能力開発を行っている」や
「今いる人材を前提にその
能力をもう一段アップでき

るよう能力開発を行っている」とする企業が多いこと
が確認でき、中小でも、先を見越して従業員の人材育
成を行っている企業の方が人材育成で成果が得られて
いる様子が見て取れる。

育成成果があがっている企業の育成方針
の社内浸透度
　成果の状況別に、人材育成方針の社内への浸透度の
違いについても見ていくと（図表13）、中小においても、
人材育成で成果があがっていると感じている企業では
人材育成方針がより浸透している様子が見て取れる。

育成成果があがっている企業のＯＪＴの
取り組み状況
　図表14は、ＯＪＴとして取り組んでいるメニュー

図表 12　�人材育成・能力開発の取り組みで成果があがっている企業と�
あがっていない企業の人材育成方針

単位：％

図表 13　�人材育成・能力開発の取り組みで成果があがっている企業と�
あがっていない企業の人材育成方針の社内への浸透度

単位：％
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無
回
答

50人未満 人材育成の成果あり 803 18.9 51.7 24.4 4.7 0.2 

人材育成の成果なし 910 7.4 34.7 33.6 23.2 1.1 

50人～99人 人材育成の成果あり 881 17.0 52.6 25.3 4.3 0.8 

人材育成の成果なし 856 7.4 34.1 37.4 20.3 0.8 

100人～299人 人材育成の成果あり 610 17.5 53.9 25.1 3.0 0.5 

人材育成の成果なし 552 11.8 36.8 35.9 15.4 0.2 

300人以上 人材育成の成果あり 217 18.9 62.2 14.7 3.2 0.9 

人材育成の成果なし 130 12.3 50.8 25.4 10.8 0.8 

n

浸
透
し
て
い

る あ
る
程
度
浸

透
し
て
い
る

あ
ま
り
浸
透

し
て
い
な
い

浸
透
し
て
い

な
い 無

回
答

50人未満 人材育成の成果あり 763 9.3 76.5 11.0 0.3 2.9 

人材育成の成果なし 689 1.0 49.2 43.5 3.5 2.8 

50人～99人 人材育成の成果あり 836 9.2 77.2 10.3 0.7 2.6 

人材育成の成果なし 675 1.8 50.2 42.7 2.1 3.3 

100人～299人 人材育成の成果あり 589 9.8 76.1 10.9 0.8 2.4 

人材育成の成果なし 466 1.3 47.9 45.1 2.6 3.2 

300人以上 人材育成の成果あり 208 11.1 75.0 12.0 1.0 1.0 

人材育成の成果なし 115 1.7 51.3 44.3 2.6 0.0 
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の違いを、人材育成で成果があがっていると感じてい
る企業とあがっていないと感じている企業とで比べて
みたものである。（紙幅の都合上、図表は、従業員規
模「50人未満」と「50人～99人」の企業のみ示したが、
傾向は各規模、同様である）。
　これを見ると、「会社の理念や創業者の考え方を理
解させる」、「会社の人材育成方針を説明する」、「身に
つけるべき知識や技能を示す」など、従業員に対して
会社の方針や育成に対する考え方を伝える取り組みメ
ニューの実施割合は、明らかに、成果があがっている
と感じている企業の方で高い。
　また、成果があがっていると感じている企業の方が、
「段階的に難しい仕事を経験させる」、「現場での課題
について解決策を検討させる」、「個々の従業員の教育
訓練の計画をつくる」といった戦略的な育成施策メ
ニューでも実施割合が高くなっている。

育成成果があがっている企業が強みとする
もの
　人材育成で成果が上がっている企業は、どのような
ことを「自社の強み」に挙げているのだろうか。図表

15から、人材育成で成果があがっていると感じてい
る企業とあがっていないと感じている企業との回答を
比べて見ると、規模の小さい企業でも、成果があがっ
ていると感じている企業の方が、自社の強みとして「高
度な熟練技能を持っている」を挙げる割合が高くなっ
ている。やはり育成成果が技能アップにつながってい
るからであろうか、育成がうまくいっている企業ほど
高い技能レベルの獲得につながっている。
　なお、「優良企業の下請企業の主力となっている」
を強みとして挙げる企業の割合では、成果があがって
いる企業とあがっていない企業との間で大きな差は見
られない。

まとめ

　以上、機械、金属を中心とする中小製造業の人材確
保・育成の現状を見てきたが、人材確保面では、やは
り中小は大手と違って、人材の数・質ともに確保する
ことが容易ではない現状に置かれている。そこで重要
になるのは、社内人材をいかにレベルアップさせるか、
である。人材育成で成果をあげている企業は、先を見
越した育成方針を持ち、それをきちんと社内に浸透さ

図表 14　�人材育成・能力開発の取り組みで成果があがっている企業とあがっていない企業のＯＪＴの取り組み
状況（複数回答）　50人未満および 50 人～ 99 人の企業での状況

単位：％
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せている。従業員一人ひとりの育成計画を作成するな
どの取り組みは、日常の繁忙に追われているなかでは、
なかなか着手することが難しいかもしれないが、実施
企業ではその効果が表れていることは調査結果からも
確認できた（注４）。会社として育成を重視する姿勢を
きちんと従業員に伝え、まずはできることから始める
ことが重要かと思われる。

［注］
１　調査シリーズNo.183『ものづくり産業における労働生産
性向上に向けた人材育成と能力開発に関する調査結果』。
JILPTのHPから全文ダウンロード可能。
２　「ものづくり産業における労働生産性向上に向けた人材育
成と能力開発に関する調査」では、対象業種は製造業の一部の
業種である。対象業種の詳細は、調査の概要を参照されたい。
３　中小企業基本法では製造業の中小企業者は「資本金の額又
は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の
数が300人以下の会社及び個人」と定義されている。
４　育成に熱心な中小の回答企業へのインタビューでは、社長
が率先して個人の能力マップ、育成計画等を作成して、人材
育成にあたっているケースがよく見られた。

（主任調査員補佐・荒川創太）

図表 15　人材育成・能力開発の取り組みで成果があがっている企業とあがっていない企業別にみた自社の強み（複数回答）
単位：％
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50人未満 人材育成の成果あり 803 12.1 41.6 18.6 30.6 7.8 12.7 5.0 8.7 2.5 27.5 5.0 1.5 17.6 2.2 3.7 7.3 23.5 2.4 5.2 3.0 

人材育成の成果なし 910 9.2 27.4 9.3 24.1 3.6 10.2 1.6 6.2 2.5 25.6 2.7 0.9 16.0 1.6 4.4 5.3 14.8 3.6 12.7 2.4 

50人～99人 人材育成の成果あり 881 18.7 37.9 18.6 29.2 6.0 10.3 3.9 11.2 5.2 34.2 4.9 0.8 24.1 4.5 3.3 10.3 22.7 3.0 3.0 2.2 

人材育成の成果なし 856 12.1 25.8 9.7 20.3 3.7 9.3 2.6 8.4 4.0 29.6 3.2 0.8 16.9 2.3 4.0 6.7 16.5 2.2 12.1 1.3 

100人～299人 人材育成の成果あり 610 24.9 39.3 18.5 19.5 8.4 9.7 4.9 9.5 7.7 31.6 9.8 1.3 23.0 8.4 3.0 11.5 21.5 3.0 4.1 1.3 

人材育成の成果なし 552 20.3 27.7 10.9 16.5 4.9 7.1 1.4 7.4 10.0 29.0 11.6 0.5 28.3 9.1 3.4 10.3 18.3 1.4 9.1 1.1 

300人以上 人材育成の成果あり 217 41.9 41.5 20.3 13.8 17.5 11.1 3.2 10.1 21.2 24.0 24.4 1.4 27.6 29.0 6.9 25.3 24.0 1.8 0.5 1.4 

人材育成の成果なし 130 30.0 33.8 13.1 12.3 13.1 6.9 0.8 13.1 15.4 24.6 20.8 0.0 32.3 17.7 2.3 16.9 28.5 3.1 5.4 2.3 

◇回答企業の属性
合計（n） 5,094

業種

プラスチック製品製造業 10.4 
鉄鋼業 4.1 
非鉄金属製造業 4.2 
金属製品製造業 27.2 
はん用機械器具製造業 4.2 
生産用機械器具製造業 11.3 
業務用機械器具製造業 4.1 
電子部品・デバイス・電子回路製造業 5.4 
電気機械器具製造業 13.9 
情報通信機械器具製造業 1.1 
輸送用機械器具製造業 14.1 

主力製品
の形態

素材製造 7.3 
単一部品製造 11.3 
ユニット部品製造 19.9 
部品等の加工 23.9 
最終製品(自社ブランド)の製造 21.1 
最終製品(自社ブランド以外)の製造 9.6 
その他 4.6 
無回答 2.2 

従業員数

50人未満 34.9 
50～100人未満 34.8 
100～300人未満 23.2 
300人以上 6.9 
無回答 0.1 

◇調査の概要
【調査名】
「ものづくり産業における労働生産性向上に向けた人材育成と能力開
発に関する調査」
【調査対象】
全国の日本標準産業分類（平成25（2013）年10月改訂）による項
目「Ｅ　製造業」に分類される企業のうち、〔プラスチック製品製造業〕、
〔鉄鋼業〕、〔非鉄金属製造業〕、〔金属製品製造業〕、〔はん用機械器具
製造業〕、〔生産用機械器具製造業〕、〔業務用機械器具製造業〕、〔電子
部品・デバイス・電子回路製造業〕、〔電気機械器具製造業〕、〔情報通
信機械器具製造業〕、〔輸送用機械器具製造業〕に属する従業員数30人
以上の企業20,000社。
平成26（2014）年経済センサス基礎調査（確報）での企業分布に従い、
民間信用調査機関（東京商工リサーチ）所有の企業データベースから
業種・規模別に層化無作為抽出した。
【調査方法】
郵送による調査票の配布・回収。
【調査実施期間】
平成29（2017）年11月17日～12月１日
【有効回収数】
5,094社（25.5％）


